第5回県立療育福祉センター（肢体不自由児施設）の今後のあり方を考える会　議事要旨
○　日　時：平成21年9月1日

○　場　所：高知共済会館　３Ｆ「赤帝」

１　開　会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　地域福祉部長挨拶　　　　　　　＜＜　省　　略　＞＞　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　議　事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）　報告書の検討について
①　「Ⅰ　はじめに」

※　事務局から資料に沿って説明

②　「Ⅱ　現状と課題」
※　事務局から資料に沿って説明
（委員）

　資料の入所児童数の推移の図１と外来患者数の推移の図３についての説明は、どこかに入れないのか。例えば、支援法ができたとか、あるいは在宅支援を重視したとか、いろいろあると思う。
（障害保健福祉課）

　図1については、在宅志向の高まりとともに、入所の子どもは減ってきたということ。図3については、外来患者数の推移で、入所の子どもが減少する一方で、在宅の人の外来が増えてきたということ。ただ、その外来患者については、平成19年度に整形外科の医師が1名退職、20年度末に更に1名が退職ということもあり、減少したということ。
（会長）

　在宅志向の高まりについては皆さん知ってることだが、それを説明できる意味合いの言葉を入れておけばいいのではないか。

（委員）
　ニーズの変化と子どもの数が減ったということ、それと国の施策と医師不足というのは必ず出てくるが、もし医師が確保できていたら、数は減らなかったのか。入所児童が減った原因が、なかなか分りにくい。

（障害保健福祉課）
　入所児童数については、整形外科の常勤の医師が3名いた当時から減少しており、医師確保の課題はあるものの、常勤医師がいたとしても、ニーズは在宅にシフトしており、これからは在宅支援に力を入れていくべきであると記載している。
仮に常勤医師がいたとしても、今回の診療所化については、避けては通れなかったのではないか。
（委員）
　地域の医療機関や学校などの関係機関の中には市町村が出てきてもいいのではないか。リハビリだけではなく、在宅の人に対するいろいろな相談支援ということが含まれるとすれば、地域でまず相談支援を担うべき市町村を加えた方がいいのではないか。
（障害保健福祉課）

　確かに、市町村は相談支援事業を必須事業として実施しなければならないことになっている。市町村との連携は、強化、工夫できるところなので、市町村も書き加えたいと思う。

（委員）
　平成20年の手術の件数が7件だが、今でも療育福祉センターで手術することは可能か。
（障害保健福祉課）

　常勤の整形外科医師がいないことと、麻酔科医師の派遣も難しい状況になっており、21年度はセンターでは全く手術は実施できていない。しかし、センターに元いた医師が民間の総合病院に行っており、手術はそこで対応いただいている。

（委員）
　利用状況の変化で、資料の図1では平成21年4月現在の入所されてる子どもの数が出ているが、外来患者の数については、21年分はどうか。
（障害保健福祉課）

　図1については、各年4月1日現在ということで、21年度についても4月1日の人数を載せているが、外来患者数については、年間の延人数を記載しているため、21年度については記載していない。

（療育福祉センター）

　ちなみに、外来患者数全体では、若干、増える傾向にある。整形外科では、15年が3,275、16年が3,226、17年が3,428、18年が3,354、ここまでは増えているが、19年2,880。ここで500ぐらいの減少。20年度2,263。ここでかなり落ち込んでいる。
21年は、これまでセンターにいたドクターに、火曜日と木曜日の午後に来てもらっている。それから、高知大学からも整形外科医師に来てもらっている。1週間を通じて診療していた頃に比べると、数字的には落ち込んでいる。
（委員）

　診療を受けた子どもたちの数が減ってきたということは、県内で、ほかに診てくれる所があるということか。高知県の子どもが不利な状況になるということではないのか。

（療育福祉センター）

　元センターの医師が、民間の総合病院で診察を行っており、そちらにも子どもが行っているという話は聞いているので、受診ができない子どもが出ることは決してないと考えている。
③　「Ⅲ　検討の方向性」

　　「Ⅳ　今後のより良いあり方」

※　事務局から資料に沿って説明

（委員）

これから、地域で連携をしていこうとする医療機関については、就学前の肢体不自由児に対して就学に見合わせたアプローチをしていくのであれば、PTだけでいいということにはならないし、生活面をいかに活発化させていくか、学習の遅れが出ないようにしていくためには、非常に細かな対応がいる。しかし、資料では作業療法士がいない所にも印がついていたりして、これがどう動くのかがよく分からない。

リハビリ地域訪問については、県内の市町村の数や学校の数を考えると、月1回の定期訪問を通園事業もやりながらできるのか。壮大なスケールの話が書かれているが、順次、やっていくとすれば、どこの圏域からとか、もう少し分かる部分から書き足していただきたい。
（療育福祉センター）

20年度までは、当センターに小児整形外科医師がいたので、その医師が同行して、福祉保健所を通じて市町村から要望の上がった所に出かけて相談支援業務を行っていた。センターに入所するのではなくて地域の保育園、小学校、中学校に行く子どもが増えてきたので、地域で生活をする子どもに対して、どういった支援方法がいいのかということで考えた内容が、地域療育支援とリハビリ地域訪問の二つ。
地域療育支援については、地域の医療機関に協力いただき、医療機関の中に1室お借りして、リハビリ担当、看護担当、相談担当が行って相談を受け、治療やリハビリの必要性があると、その医療機関の整形外科医や小児科医につないで、治療やリハビリを行なっていただくイメージ。

現在５つの圏域に、15名のPT、OT、STを3名ずつ圏域担当として張りつけている。これはリハビリ地域訪問でも共通しているが、その3名が、地域の子どものニーズに応じたかたちで医療機関の場を借りて支援を行っていく。そのためにはまず、医療機関の了解を得ることが必要になる。四万十市の医療機関については、院長先生にもお会いし、受け入れていただけるという返事もいただいている。東部については、安芸福祉保健所の事業として、PT、OT、STが集まった勉強会などをやっていこうということで、具体的に話を進めている途中。
ほかの地域についても昨年から、リハビリ担当者ベースで話はさせてもらっている。了解いただけるようであれば、院長先生なりに、話しに行きたい。
リハビリ地域訪問については、月1回、市町村を回っていくことはできないので、福祉保健所に市町村から相談票、連絡票というようなかたちで挙げてもらい、そこに我々が出向いて行くかたちを取りたいと考えている。例えばバリアフリー関係の相談などが、現在も保健所、福祉保健所を通じて挙がってきており、現地にもスタッフが行っている。それを定例化して、さらに利便性の向上を図るかたちで取り組んでいきたいと考えている。

（委員）

地域療育支援は、資料の図７のイメージ図でも「在宅生活児（者）」とあるが、「在宅障害者」に対する支援の具体的な内容について説明いただきたい。

また、リハビリ地域訪問は「在宅障害児」と書いているので、これは子どもに限定した内容なのか。

（障害保健福祉課）

「在宅生活児（者）」という表現については、「在宅障害児（者）」と訂正したいと考えている。それから、地域療育支援等の対象者については、「児（者）」ということになっているが、子どもを中心にやっていきたいと思う。

18歳以上の人については、必要性とか、療育福祉センターとの関わりのなかで判断していきたいと考えている。あくまでも対象の中心は子どもで、大人に対する在宅支援については、今後の相談部門のあり方の検討の中で検討したいと考えている。

（委員）

短期入所も通園と並んで、在宅障害児への支援の柱の一つになると思う。短期入所に、より積極的に取り組んでいくというようなページがほしいことと、せっかく医療機能を持った施設なので、重度の障害児にも対応できるよう取り組んでいくといった内容がほしいと思う。

（障害保健福祉課）

この報告書の中で、「在宅生活児（者）への支援のあり方」については、センターへの受け入れというよりも出向いていく支援のあり方について記載をしている。確かに、在宅支援のなかで短期入所については、大変重要なサービスなので、短期入所の取り組みについても、今後、どうやっていくのかを書き加えたいと思う。

(地域福祉部長)

　短期入所は、これからも在宅支援の上では非常にニーズが高い、大事な部分だと思う。ただ、その機能をセンターで大きく担えるかというと、体制全体として少し限りがあると思う。今やっていること、これまでの体制でできる部分は、担っていかないといけないが、センターの短期入所の機能を膨らましていくことは厳しい。

療育の在宅障害児（者）への支援のあり方のなかで、今の記述に少し書き加えたいと思うが、それを大きく翼を広げてやっていくことは厳しい。

（委員）

　療育福祉センターが一つの柱として、短期入所を積極的に受け入れるという取り組みは難しい。とすれば、増えてきた利用者の受け皿、療育福祉センターが、仮に十分に対応できないとなれば、その受け皿を今後どうするのかという不安がある。

（障害保健福祉課）

　入所（入院）機能のあり方の最後の段落の所に、入所の機能として短期入所は当然、やっていくべきだということを記載しているが、在宅支援の部分にも、同じような表現を書き加えたいと思う。

短期入所は非常にニーズが高いので、重症心身障害児施設と連携して、できるだけ希望に沿った利用ができるよう、受け入れ態勢の充実について、重心施設と話をさせていただきたいと思う。

（会長）

利用者負担が増えたから若干落ち込んだというのはあるが、また持ち直している。これはやはり、増えていくのではないか。そういうところから言うと、これはやはり、現状維持を目標にすべきじゃないのか。

（障害保健福祉課）

　医療型のショートステイについては、今年の4月から、制度改正により、一般の病院や診療所でも受け入れができることになったので、医療機関にもショートステイの受け入れについて、話をさせていただきたいと思う。

（委員）

15ページの中ほど、この改正法案は成立しませんでしたが云々の部分について、政権が変わった今、考える会のまとめで、今後、障害児支援制度の見直しの方向性は変わらないと言っていいのか。

（障害保健福祉課）

今年３月に国会に上程された児童福祉法の改正法案は、社会保障審議会の障害者部会でまとめられた今後のあり方に沿ったものになっていたので、恐らくこの方向については変わらないと受け止めている。ただ、今回の報告書の中でこのような表現は相応しくないので、事務局で検討して、修正案を委員の皆さまにお知らせしたいと思う。
（委員）

　こういった報告書の取りまとめまでは、いろいろと議論もあり、精力的に取り組むが、まとめたあとが、だんだんと忘れ去られていくこともあるので、最後の部分に、この方向性に沿って確実に取り組んでいくことを求める一文が入らないか。

（障害保健福祉課）

　報告書案には「はじめに」があって、「おわりに」がないので、この報告書の内容について「確実に実施していくことを強く要望する」といった「おわりに」を加えたいと思う。
（委員）

　センターが中心となって医療機能を確保し続けなければならないことは分かるが、医師を確保してもらいたい。小児整形外科医師の育成が一番大事で、医師が増えていくことが一番間違いがないと思う。医師一人ではいずれいなくなってしまう可能性があるので、医師を確保していただく方向に持っていっていただきたい。

（委員）

　在宅支援について、かなり難しいことも書いてあると思う。ここにあるような地域を回って支援をすることや、地域で障害を持った方が交流できる場があまりないこともある。これがいつ実現するかは分からないが、子どもといわず、そういうことを必要としている人がかなりいると思うので、できるだけ早い時期に、こういうことに取り組んでもらいたいと思う。

（委員）

　この考える会は今回で終わると思うが、4月からの動向を評価、再評価する機会をどこかでつくってもらって、報告書に沿った内容で前に進める体制づくりをお願いしたい。

（委員）

　資料には療育福祉センターがリーダーシップを執ると書いてあるが、県の障害児政策、あるいは医療施策において、民間の医療機関との連携をどう取っていくかということが決まれば、療育福祉センターもリーダーシップが執りやすいと思う。高知県はこういうふうにするんだというのがどこかにないと、センターが苦労するばかりではないかと感じるが、どこかでそういう機会があれば、考えていただけたらと思う。

（療育福祉センター）

　小児整形外科医師の数が圧倒的に少ないなか、現在センターはこれまでのセンターの医師と高知大学からの医師、それから別の医師にも非常勤としてきてもらう体制を取っている。

そのため、今の体制で医師が地域に出て行くことは全くできない、やはり地域の医療機関に頼らざるを得ない部分もある、と考えている。これも、一気に行くわけにはいかないだろうということで、療法士のネットワークを活用しながら、地域の医療機関の中で上に上げていく手順を取りたいと考えている。いずれにしても、これから地域で障害を持った子どもを守るために、こういった仕組みは必要になってくるということで考えたもの。
（会長）

　以前だと、療育福祉センターに患者が来ていた。そういうことから言うと、地域の医療機関を活用して、近い所でリハビリが受けられるということだから、大変素晴らしいと思う。
（地域福祉部長）

　わざわざ療育福祉センターに来なくても、近くの医療機関でリハビリの訓練を受けたい、それは皆さん思っていること。
できるだけ地域で取り組みが進むよう、何らの方法が考えられないか、県の中でそういう部門とも協議して、検討していきたいと思う。

（地域福祉部長）

　小児整形外科医師が全国的に少ないというのも現実だし、小児精神科医も少ないのが現実。小児科医も非常に少なく、医師の確保に苦労しているのは高知県だけでなく、全国も同じような状況。
県としては、今後も小児整形のドクターの確保には努めていくし、岡大にも引き続き要請はしている。高知大とも、ドクターの確保について話をしていきたいと思っている。
この取り組み状況を、皆さん方に評価していただける機会を作っていきたいと思っているし、これを進める上で、県としてどんなことができるのかは、今後もなお、考えていきたいと思っている。
肢体不自由児施設としての報告はこれでいただいたが、療育福祉センターには相談部門があるし、通園部門についても、今後の国の法改正の動向によって、あり方の検討も必要になると考えている。その際には、また協力をお願いする場合があると思うが、是非、協力をお願いしたい。
４　閉　会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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